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問い合わせ　市民交流課　　229－3252　　227－8070

津市消費生活センターに相談を
５月は消費者月間

一人で悩まずお気軽に

市役所職員をかたった還付金詐欺にご注意ください

出前講座をご利用ください

　津市消費生活センターでは、津市に在住・在勤・
在学の消費者を対象に、資格を持った相談員が消費
生活に関する相談に応じます。どのような解決方法
があるかを一緒に考え、どう交渉したらよいかを助
言する身近な相談窓口です。もし、悪質商法や商品
事故など消費者トラブルに遭ったときには、一人で
悩まず、津市消費生活センターに相談しましょう。

出前講座の様子

　津市消費生活センターでは、消費者啓発の一環
として出前講座を無料で開催しています。市職員
と消費生活相談員が出向き、パンフレットや映像
を交えながら、悪質商法について分かりやすくお
話しします。
申し込み　市民交流課へ

　電話で、津市役所の
部署をかたって「健康
保険料の還付のため」
などの理由で、銀行の
口座番号、キャッシュ
カードの暗証番号、預
金残高などを聞き出す事案が発生しています。不
審な電話があった場合には以下の点にご注意くだ
さい。
●市職員が還付金の受け取り方法を電話で誘導し
たり、ATMの操作を誘導したりすることはあり
ません。
●市職員が納税のために金融機関の口座を指定
し、振り込みを求めることはありません。

　少しでもおかしいと思ったら、最寄りの警察署に
相談しましょう。
津警察署　t・f213－0110
津南警察署　t・f254－0110

過去３年間の相談件数と相談内容
年 度 相談件数 主な相談内容

R５年度 1,298件

R３年度 1,201件

R４年度 1,305件

インターネットサイトの架空請求・
不当請求、インターネット回線契
約、情報商材、健康食品・化粧品な
どの定期購入、点検商法などの相談

津市消費生活センター
電話番号　229－3313
相談日　月～金曜日(祝・休日、年末年始を除く)
受付時間　９時～12時、13時～16時
場　所　市民交流課内(市本庁舎３階)

知っていますか？クーリング・オフ
　クーリング･オフは、契約した後、冷静に考え直
す時間を消費者に与え、一定期間内であれば無条件
で契約を解除することができる制度です。クーリン
グ・オフできる取り引きは主に下表のものです。

　ただし、取引内容によってはクーリング・オフで
きない場合もありますので、詳しくは津市消費生活
センターにお問い合わせください。

クーリング・オフできる主な取り引きとその内容

クーリング・オフ通知の書き方と注意点

契約日　　　　　　　○年○月○日

書面受領日　　　　　○年○月○日

商品名　　　　　　　○○○○○○

契約金額　　　　　　金○○○○円

販売者名　　　　　　株式会社○○

上記日付の契約を解除しますので、
支払済の○○○○円を直ちに返金し
てください。なお、商品は早急に引
き取ってください。

○○○年○月○日
○市○町○番地　氏名○○○○

▶クーリング・オフは、はがきなどの書面または
Ｅメール、ファクスなどによる通知が必要です。
　※令和４年６月１日から、書面だけでなく、電
磁的記録でもクーリング・オフの通知を行うこ
とが可能になりました。Ｅメールやファクスの
ほか、事業者が自社のウェブサイトに設ける
クーリング・オフ専用フォームなどにより通知
を行うことができます。
▶書面で通知する場合、簡易書留、特定記録郵便
など記録が残る方法で送付しましょう。
▶クレジット契約も結んでいる場合は、信販会社に
もクーリング・オフの書面を出しておきましょう。
▶書面を作成したら、両面ともコピーを取って契
約書や郵便の受領証などと一緒に大切に保管し

ておきましょう。メール等で通知する場合、送信
したことが分かる画面のスクリーンショットを保
存しておきましょう。

市長からのメッセージ
　消費者を取り巻く環境は、情報化や国際化の
進展、少子高齢化などにより年々変化してお
り、高齢者を狙った架空請求や、市役所職員を
かたった還付金詐欺など特殊詐欺が多発してい
ます。また成人年齢引き下げに伴い、若者への
消費者被害拡大も懸念されています。
　これらのさまざまな消費者トラブルに対応す
るため、本市においては平成19年１月に消費生
活センターに専門の相談員を配置し、相談・助
言などを行うとともに、広報紙、ホームペー

ジ、出前講座の開催等による啓発に努めていま
す。また、４月１日からは、特殊詐欺等被害防
止機器の購入補助を開始しました。
　今後も、消費者トラブル未然防止のため、
市民が信頼できる身近な相談窓口としての機
能を充実・強化するとともに、警察署等の関
係機関と連携した啓発活動を活発に行うな
ど、市民が安全で安心な消費生活を送ること
ができるよう、消費者行政の推進に取り組ん
でまいります。

※期間は契約書などの法定書面を受け取った日から起算します。

取引内容 適用対象 期　間

訪問販売 自宅など店舗以外の場所での契約(キャッチセールス、催眠商法、アポ
イントメントセールスでは店舗契約を含む)

訪問購入（訪問買取） 業者が消費者の自宅などを訪ねて物品を買い取る契約

電話勧誘販売 電話による勧誘がきっかけで結んだ契約

特定継続的役務提供

エステ、美容医療、語学教室、家庭教師派遣、学習塾、パソコン教
室、結婚相手紹介、サービスを一定期間継続する５万円を超える契
約(エステ、美容医療は１カ月を超えるもの、その他は２カ月を超
えるもの)

連鎖販売取引 マルチ商法（ネットワークビジネス）
業務提供誘引販売取引 内職、モニター商法など

原則８日間

原則20日間

　近年増加している特殊詐欺の犯罪被害を未
然に防止するため、電話が鳴る前に自動で相
手に録音することを通知した上で通話内容を
録音する機能を有する電話機、または固定電
話機に接続する補助機の購入費の一部に対
し、補助金を交付します。詳しくは市民交流
課または各総合支所地域振興課(久居総合支所
は生活課)へお問い合わせください。

津市長  前葉 泰幸


